仕様書

１　事業名
[bookmark: _Hlk236150340]　１人１台端末等売払処分業務

２　受託条件
　⑴　受託者（以下「受注者」という。）は、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４８号）に基づく製造事業者又は次のアからウをすべて満たす事業者であること。なお、認定事業者である場合は、条件を満たすことを証明する書類等を提出すること。
　　ア　使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成２４年法律第５７号。以下「小型家電リサイクル法」という。）に基づく国の認定を受けている事業者であること。
イ　認定を受けている収集区域に京都府が含まれていること。
ウ　使用済みGIGA端末の処理工程について、認定内容（再使用又は再資源化の具体的な事業内容、データ消去の方法及び証明書発行方法等）が明示されていること。
　⑵　受注者は、小型家電リサイクル法の認定計画に基づくパソコン又はタブレットの処分実績を十分に有していること。なお、前年度の実績を示す書類を提出すること。

３　業務内容
　⑴　向日市（以下「市」という。）は、端末の残存価値を考慮し、有償で売払いを行う。
　⑵　受注者は、市の小中学校で使用していた端末等を回収し、認定を受けた再資源化事業計画に従い、再使用又は再資源化すること。
　⑶　受注者は、端末に含まれるデータの消去を確実に実行し、端末ごとにデータ消去完了証明書を発行すること。なお、データ消去作業の再委託は行わないこと。

４　履行期間
　契約締結の日の翌日から令和８年１１月３0日まで

５　引渡し時期
　契約締結の日の翌日から令和８年１０月３0日まで
　
６　引渡し対象品
　⑴　ｉＰａｄ（Ｗｉ－Ｆｉモデル）本体
※令和８年3月まで向日市立小中学校において使用されていたものであるが、引渡し時及び引渡し後において、引き続き正常に動作することを保証するものではない。
※アクティベーションロック、ＭＤＭ等は市が全て解除済みとする。
※液晶割れ等の故障品、水没品及び汚損品についても、回収及び処分を行う。

⑵　ｉＰａｄ付属品（充電器、ケーブル、キーボード等）

７　引渡し場所及び予定数量
	引渡し場所
	予定数量

	向陽小学校
	600

	第2向陽小学校
	540

	第3向陽小学校
	290

	第4向陽小学校
	800

	第5向陽小学校
	480

	第6向陽小学校
	320

	勝山中学校
	550

	西ノ岡中学校
	360

	寺戸中学校
	460

	教育委員会
	20

	合計
	4,420台


※予定数量と回収後の数量が異なる場合は、受注者の拠点で確認できた実数を正として
扱うものとする。

８　引渡しの方法
⑴　売払物品の引渡しは、受注者が市に売払代金の領収書（又は納付を証明する書類）を提示のうえ、売払物品の受領書と引換えに、当該売払物品の所在する場所において行うものとし、受注者は市の立会いを得てこれを速やかに引き取る義務を負うものとする。
⑵　市及び受注者は、引渡しの日時、場所、数量等について事前に協議すること。受注者は協議に基づき、必要な車両等を手配すること。

９　処分方法
　⑴　小型家電リサイクル法等の法令を遵守し、適切に再使用又は再資源化すること。
　⑵　盗難や情報漏えいが発生しないよう、防犯カメラの設置や入退室管理等の万全なセキュリティ対策を講じること。
　⑶　受注者は、端末の処分を行うにあたり、事前に市の情報セキュリティ管理者の許可を得ること。また、端末に記録されている情報を復元できないよう、専用ソフト等を用いて確実にデータを消去すること。ソフトによる消去が困難な場合は、物理的な破壊を行うこと。
　⑷　データ消去の処理を行った際は、日時、担当者及び処理内容を記録し、それらを記載した完了証明書を発行し、その内容を５年間保管すること。
　⑸　端末を再使用する場合は、管理用ラベル等の市が所有していたことが分かるものは全て取り除くこと。

１０　業務完了の確認
　データ消去完了証明書の提出及び再資源化の報告をもって、業務完了とみなす。

１１　留意事項
　⑴　第三者に損害を与えた場合は、受注者の責任において処理すること。
　⑵　従事者に対し個人情報保護に関する研修を行い、情報の保護に努めること。
⑶　予定数量は変動する場合があるため、最終台数は市及び受注者の協議により確定すること。
⑷　端末には、経年劣化により正常に稼働しないもの、ディスプレイが破損しているもの、電源アダプタ等の付属品が全て揃わないものがあること等を勘案の上、入札すること。
⑸　端末の動作不良や破損等を新たに発見した場合であっても、受注者は落札金額で買い取らなければならない。
⑹　端末の梱包、搬出、運搬、保管、データ消去等に関する一切の費用を勘案の上、入札すること。
⑺　仕様を満たせないことが判明した場合は、市は契約を解除することができる。

